
【新旧比較表】　R2.10水道局路線測量設計積算基準新旧比較表
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設 計 積 算 基 準 

 

１．適用範囲 

上水道工事に係る路線測量の積算については、「設計業務等積算基準 札幌市」の第2編 

測量業務積算基準、第 4節路線測量、路線測量Bによることを基本とする。 

当該積算基準は、上記内容のうち、水道局の独自基準を別途定めたものであり、水道幹線

工事等の実施設計に必要な図面等を作成するための路線測量に適用する。 

なお、積算歩掛等については、国土交通省「設計業務等標準積算基準書・同（参考資料）

（通称：青本）」によることとする。 

 

 

２．変化率等の基準 

 (1)地形による変化率 

地域・地形は「都市近郊・平地」を標準とするが、現場状況に応じて適宜選定すること。

（青本 4-2-1 変化率適用表、4-2-2地域による変化率 p1-2-23 参照） 

 

 (2)交通量による変化率 

  下記の道路条件により設定する。 

（青本 4-2-3 交通量による変化率 p1-2-23 参照） 

道 路 条 件  変化率 備 考 

市街地の国道・主要幹線道路 +0.2  

市街地の主要道路、郊外地の国道・主要幹線道路 +0.1  

郊外地の主要道路 0  

 

 (3)曲線数による変化率 

青本 4-2-4表 4.1 曲線数による変化率 p1-2-24 参照 
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(4)安全費の取扱い 

屋外作業（外業）で交通整理等に要する費用は、次式により算出する。 

安全費＝｛直接測量費｝* 安全費率 

※安全費率は、札幌市測量業務積算基準 1-4-4安全費ｐ24による。 

※直接測量費は、人件費、材料費、機械経費及び技術管理費の合計とする。ただし、安

全費は含まない。 

 

(5)冬期歩掛補正 

冬期屋外作業の歩掛補正は、札幌市設計業務等積算基準 2-6 冬期の歩掛補正ｐ10に

よる。 

 

 (６)その他 

その他の基準は、札幌市測量業務積算基準第 4 節路線測量 4-2 路線測量の区分 路

線測量 B ｐ38の基準を準用すること。 

 

 

３．業務の細目 

(1)打合せ協議 

既設の道路や家屋等の現況を測定する程度の路線測量であることから、打合せ回数は

第１回と成果品納入時とし、測量主任技師に限定して 0.5人工*2 回を計上する。 

中間打合せについては、計上しない。 

 

(2)現地踏査 

路線測量延長 L3(図１)を計上する。 

※地形～前述 2．(1)による。 

※交通量～前述 2．(2)による。 

 

(3)資料収集 

路線測量延長 L3(図１)×（道路幅員+両側１宅地程度）を計上する。 

その他は、路線測量 Bに準ずる。 

 

(4)用地平面図作成 

路線測量延長 L3(図１)×（道路幅員+両側１宅地程度）を計上する。 

その他は、路線測量 Bに準ずる。 

(4)安全費の取扱い 

屋外作業（外業）で交通整理等に要する費用は、次式により算出する。 

安全費＝｛直接測量費｝* 安全費率 

※安全費率は、札幌市測量業務積算基準 1-4-4安全費ｐ24による。 

※直接測量費は、人件費、材料費、機械経費及び技術管理費の合計とする。ただし、安

全費は含まない。 

 

(5)冬期歩掛補正 

冬期屋外作業の歩掛補正は、札幌市設計業務等積算基準 2-6 冬期の歩掛補正ｐ10に

よる。 

 

(6)その他 

その他の基準は、札幌市測量業務積算基準第 4 節路線測量 4-2 路線測量の区分 路

線測量 B ｐ38の基準を準用すること。 
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(5)横断図作成 

道路認定課に保管している道路台帳図又は道路管理システム（（一財）・水道サ－ビス協

会に設置）等の道路データを参考に横断図を作成するものとし、図面複写（土工、横断

図等簡単なもの）を計上する。 

※測点間隔～40m を標準とする。 

※製図工 0.08人/１枚当り（直接人件費の対象とする） 

 

(6)縦断測量 

路線測量延長 L3(図１)を計上する。 

※測点間隔～20m とする。 

※地形～前述 2．(1)による。 

※交通量～前述 2．(2)による。 

 

(7)仮ＢＭ設置測量 

  測量延長は、最寄りの街区基準点等既知点間の距離とする。 

（L=L1+L2+L3）図 1 

（青本 4-１-８ 仮 BM 設置測量 p1-2-19） 

※地形～前述 2．(1)による。 

※交通量～前述 2．(2)による。 

  その他は、路線測量B に準ずる。  
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 (8)用地現況測量 

道路台帳及び工事平面図等を利用した補足的な測量である。 

※測量区域は、路線測量延長 L3(図１)×（道路幅員+両側１宅地程度）を計上する。 

※変化率の計算は、青本 ７-２ 用地測量変化率 p1-2-49による。 

 

  (9)基準点測量 

 測量区間の交通障害や直線以外の曲線区間の測角精度を向上させるために４級基準点

測量を計上する（青本 2-4 4 級基準点測量 p1-2-5 参照）。基準となる既知点は

公共基準点・街区基準点・道路基準点等とし、配点間隔は概ね 100mを基準とする。 

 なお、測量区間内に曲線区間等がある場合は、新点を適宜計上できる。  

※地形～前述 2．(1)によるものとし、変化率は青本 1-4-2変化率の積算 p1-1-6 に

よる。 

 ※伐採なしとする。 

 

(10)横断測量 

大規模地下構造物(地下歩道・共同溝等)、河川等構造物が測量区間内に存置する場合、

及び地形等の状況により横断測量が必要な場合に限り計上する。 

変化率の適用は、以下のとおり。 

※地形～地域は都市近郊又は耕地、地形は平地又は丘陵地を標準とする。 

※交通量～前述 2．(2)による。 

※曲線数～前述 2．(3)による。 

※測量幅～45ｍ未満を標準とする。 

※測点間隔～40m を標準とする。 

(測量幅及び測点間隔は現地状況もしくは、各管理者との協議により決定する) 

 

(11)旅費交通費 

旅費交通費については、青本(参考資料)１-３-1 旅費交通費の率を用いた積算(宿泊、

滞在を伴わない業務の場合)による。 

 

 

４．その他 

(1)特記仕様書への記載事項 

縦断測量の測点間隔（20m）、仮ＢＭ設置数、横断測量の測量幅及び測点間隔（幅 45m

未満・間隔～40m）について、特記仕様書に明記する。 

(2)地下埋設物調査は用地現況測量に含んでいるので計上しない。 

(3)公図転写は資料収集に含んでいるので計上しない。 

(4)中心線測量は現況を測定する程度の路線測量では計上しない。 

 (8)用地現況測量 

道路台帳及び工事平面図等を利用した補足的な測量である。 

※測量区域は、路線測量延長 L3(図１)×（道路幅員+両側１宅地程度）を計上する。 

※変化率の計算は、青本 ７-２ 用地測量変化率 p1-2-49による。 

 

 

  (9)基準点測量 
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測量を計上する（青本 2-4 4 級基準点測量 p1-2-5 参照）。基準となる既知点は
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 なお、測量区間内に曲線区間等がある場合は、新点を適宜計上できる。  

※地形～前述 2．(1)によるものとし、変化率は青本 1-4-2変化率の積算 p1-1-6 に

よる。 

 ※伐採なしとする。 

 

 

(10)横断測量 

大規模地下構造物(地下歩道・共同溝等)、河川等構造物が測量区間内に存置する場合、
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